




- 7 - 

  

 

 
 

 

 

予算規模 

 

◆平成27年度当初予算（一般会計）は、対前年度当初比 3.1％増の 7,116億円 

ただし、地方消費税の税率引き上げの平年度化による地方消費税都道府県清算金

・市町交付金の増加分を除くと、対前年度当初予算比 1.3％減 

これは、骨格的予算として編成していることによるもの 

 （平成26年度当初予算額： 6,901億円） 

 
平成27年度当初予算と一体的に編成した平成26年度2月補正予算（基金積立金除き）をあ

わせたベースの比較では、2.7％増の 7,173億円 （平成26年度当初予算額＋平成25年度2

月補正予算額：6,981億円） 

※地方消費税都道府県清算金・市町交付金の増加分除きでは、1.6％減 

 
国の平成27年度一般会計予算  ＋0.5％ 

平成27年度地方財政計画     ＋1.8％ 

 

 

◆義務的経費は、対前年度当初予算比 0.8％増の 4,284億円 

（平成26年度当初予算額：  4,249億円） 

 
・人件費 対前年度当初予算比 0.8％減の 2,162億円 

             

・社会保障関係経費 対前年度当初予算比 1.6％増の 945億円 

 

・公債費 対前年度当初予算比 3.3％増の 1,178億円  

 

 

◆投資的経費は、対前年度当初予算比 17.3％減の 863億円 

（平成26年度当初予算額： 1,044億円） 
 

投資的経費は、公共事業について、「骨格的予算」として当面の執行が円滑に行わ

れるよう、平成 26 年度当初予算額の 80％程度を機械的に計上したことなどによる減

少 

 
予 算 全 体 の 姿 
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財政健全化への取組 

 

◆県債発行の抑制 

 

 将来世代に負担を先送りしない、持続可能な財政運営を確立するため、可能な限り

県債発行（臨時財政対策債等を除く）を抑制した結果、平成 27 年度末残高見込み額

は、前年度末残高見込みの 8,080億円を下回る見込み 
 

県債（臨時財政対策債等を除く）の年度末残高の推移                            

H24年度末 H25年度末 
H26年度末 

見込み 

H27年度末 

見込み 

8,266億円 8,149億円 8,080億円 7,927億円 

 

 

 

◆総人件費の抑制 

 

 一般職給与費については、平成26年度における人事委員会勧告に基づく給与のベ

ースアップがあったものの、新陳代謝や共済費の減等により平成26年度当初予算額

（ 2,120億円）より17億円減の 2,103億円 

  
 一般職給与費の推移（当初予算額）                               

H24当初 H25当初 H26当初 H27当初 

214,223百万円 214,211百万円 212,047百万円 210,262百万円 
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※上段（ ）は平成26年度2月補正予算を含む額。 

 

≪総合戦略の策定≫ 
 

（１，８４８千円） 

（新）まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業（戦略企画部）   － 千円 
 

国の「長期ビジョン」及び「総合戦略」をふまえ、有識者や市町等県内関係者と

の意見交換などを行い、県の「人口ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を平成27年度中に策定する。 
 

 

 

≪「学ぶ」～若者の県内定着に向けて～≫ 

（１０，６８３千円） 

（新）高等教育機関連携推進事業（戦略企画部）          － 千円 

 
若者の県内定着を促進するため、「高等教育機関コンソーシアムみえ（仮称）」の

構築の検討など魅力向上に向けた高等教育機関相互の連携強化とともに、学生が参

加する地域活動情報の一元化により高等教育機関と地域との連携を促進する。また、

大学・学部の新増設・再編に向けた調査を実施する。 

 

 

（新）高等教育機関における地方創生に向けた取組支援事業（戦略企画部） 

                         （３０，１８３千円） 

－ 千円 
 

人口減少社会における地域の活力維持のため、学生の確保、学生の県内定着、地

域貢献に向けて高等教育機関が行う魅力向上・差別化に向けた取組を支援する。 

 
 

 

≪「働く」～質の向上と量の拡大～≫ 
 

（新規需要の創出【販路拡大等】） 

（４１，９１６千円） 

（新）航空宇宙産業振興事業（雇用経済部）          ２６，６３９千円 
 

航空宇宙産業への新規参入や事業拡大に向けて、中部地域等と連携しながら、現

場技能者や高度技術者などの人材育成、認証取得の支援や商談会等による参入促進、

研究開発支援などの事業環境整備に取り組む。 

 

 
まち・ひと・しごと創生の推進 
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（４９，５２３千円） 

（新）航空宇宙産業海外連携事業（雇用経済部）          － 千円 
 

航空宇宙産業において、県内企業が新規参入や事業拡大するために必要な人材育

成や参入促進、事業環境整備について、これまで構築してきたネットワークの活用

とさらなる深化・新規開拓に取り組むなど海外との連携を通じて、総合的に支援す

る。 
 

 

（一部新）みえライフイノベーション総合特区促進プロジェクト事業 

（健康福祉部）                   （３６,１４８千円） 

２９，５６８千円 
 

企業等の競争力を強化するため、地域資源を活用した医薬品等や医療・福祉機器

等の開発意欲が高い企業等に対して、研究や技術支援、試作品の補助金交付を行う

とともに、販路開拓を支援する。また、「薬」と「農」が連携した産業や健康増進、

介護・医療分野の周辺サービス産業の育成に取り組む。 

 

 

食の産業振興支援事業（雇用経済部）                   ５，００１千円 
 

三重県が有する豊富な食材や多様な食文化・食空間について国内外へ情報発信を

行うとともに、関係者間の情報共有や交流を深め、さらなる「食」に関する産業の

振興につなげるため、世界の食の業界関係者等が集まる場「ワールド・オブ・フレ

ーバー（ＷＯＦ）」への参加、「みえ食のサミット(仮称)」の開催等を行う。 

 

 

ミラノ国際博覧会出展事業（雇用経済部）          ６３，４３５千円 
  

三重県にある自然、食、豊かな文化等多様な魅力について情報発信し、ヨーロッ

パ等からのインバウンドの拡大や、海外への販路拡大につなげるため、ミラノ国際

博覧会への出展とともに、ミラノ市内において、食に関する業界関係者や消費者に

対して販路拡大につながる取組（ＢｔｏＢ、ＢｔｏＣ）を行う。 
 

 

（３２，６５３千円） 

（新）全国菓子大博覧会・三重開催支援事業（雇用経済部）      － 千円 
 

平成 29 年４月から５月にかけて伊勢市で開催される第 27 回全国菓子大博覧会に

向けて設立される実行委員会に参画し、テーマである『お菓子がつなぐ「おもてな

し」を世界へ』をコンセプトに、地域文化の向上、地域産業の振興を図るとともに、

三重県の「食」の産業振興にもつなげる。 
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（２５，００８千円） 

（新）みえの食バリューチェーン構築事業（農林水産部）      － 千円 

 
美味しさや鮮度、健康や機能性などの消費者ニーズに的確に対応した付加価値の

高い三重の食の提供を通じ、食に関わる産業の発展につなげるため、生産から加工、

流通、販売に至る事業者間の連携の強化・拡大を図り、本県での食産業の集積を促

すための事業環境整備と併せ、ＩＣＴやビッグデータの活用、国内外の都市との連

携に取り組む。 

 

 

（２１５，２０４千円） 

みえフードイノベーション総合推進事業（農林水産部） １６９，５０４千円 

 
農林水産資源を活用して、産学官連携による新たな商品等を革新的に生み出す

「みえフードイノベーション」を推進するため、意欲ある事業者のネットワーク化、

商品開発プロジェクトの創出、人材育成、商品力強化等に総合的に取り組む。また、

各研究所と事業者等との連携を促進することにより、商品化につながる技術の開発

・移転や生産体制の強化等を進める。 
 

 

（１０，５００千円） 

（新）三重の「米力」発揮支援事業（農林水産部）          － 千円 
 

平成 26 年産で大きく米価が下落したことをふまえ、県産米の新たな販路の確立と

消費拡大を図るため、米の流通事業者等と連携し、県内各地の米の強み（米力）を

生かしたブランド化戦略を策定するとともに、ファンづくりに向け、マスメディア

を活用したＰＲ活動や新たな販路開拓等を行う。 
 

 

（新）森林・林業躍進プロジェクト事業（農林水産部）    １２，４３７千円 
 

林業の成長産業化を図るため、製材工場のオーダーに対応した量や規格の木材を直

送していく一体的な流通の仕組みづくりや、集材技術者などの人材育成、ＣＬＴ等の

新たな需要に対応していくための研修会の開催など、林業の活性化に向けた川上から

川下までの取組を一体的に進める。 

 

 

  （８３１，５１４千円） 

（新）森林整備加速化・林業再生総合対策事業（農林水産部）    － 千円 
 

地域材の需要拡大、安定的・効率的な地域材の生産・供給体制の構築及び持続的

な林業経営の確立を図るため、地域の創意工夫を生かした、路網の整備、高性能林

業機械の導入等により、搬出間伐を促進するとともに、木材加工流通施設等を整備

する。 

 

 



- 12 - 

 

（１６，５０９千円） 

（新）食の産業情報発信支援事業（雇用経済部）            － 千円 
 

食品関連事業者の情報発信力を高めるため、県内の食品関連事業者が国内外での展

示会等へ出展する際の効果的な出展方法や、出展後のフォローアップなど、専門家に

よる支援等を行う。 

 

 

（６，８５１千円） 

（新）みえの食輸出促進事業（雇用経済部）              － 千円 

  
県産品の輸出拡大につなげるため、輸出への取組意欲がある事業者の県産品を活

用し、三重県らしさや機能性を表現した「日本食」を提案して、国際見本市や海外

商談会等を通じて世界に発信する。 

 

 

（２６，０４２千円） 

（新）農林水産物・食品海外販路開拓チャレンジ事業（農林水産部）  － 千円 
 

県産品の販路拡大につなげるため、海外への販路開拓に取り組む事業者に対し、

事業者の継続的な海外販路開拓の取組を支援する。また、重点国の台湾とタイにお

いて現地アドバイザーを設置し、事業者の積極的な営業活動を支援する。 

 

 

（１１，２４６千円） 

（新）輸出対応型産地育成支援事業（農林水産部）         － 千円 
 

輸出にも対応できるリーディング園芸産地を育成するため、海外マーケットのニ

ーズ等に即した栽培技術等を確立するとともに、ＪＧＡＰの認証取得の促進など、

海外販路開拓に必要な環境整備を支援する。 

 

 

（２１，４０３千円） 

海外市場向け三重県産ブランド牛肉輸出モデル事業（農林水産部） － 千円 
 

県産ブランド牛肉の輸出を促進するため、肉牛生産者団体等が行う輸出促進に向

けた主体的な取組を支援するとともに、海外において現地メディアや料理人等を対

象とした情報発信などに取り組む。 
 

 

（２，５７０千円） 

（新）県産材輸出促進事業（農林水産部）                  － 千円 

 
木材の輸出促進を図るため、三重県農林水産物・食品輸出促進協議会が行う研修

会の開催や海外における需要調査等の取組を支援する。また、輸出用原木の安定供

給体制を構築するために、原木の供給事業者が行う選別仕分け経費等を支援する。 
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（４，８２２千円） 

魅力あるみえの水産物輸出戦略構築事業（農林水産部）       － 千円 
 

県産水産物の輸出を促進するため、海外市場調査の結果をふまえた輸出対象国に

おける販売促進業務や、海外バイヤー招へい・商談機会の創出などの取組を行う。

また、生産及び加工施設におけるＨＡＣＣＰ認証への対応支援やＪＥＴＲＯ及び県

輸出促進協議会と連携した研修会や相談会を実施する。 

 

 

（新）沖縄国際物流ハブを活用した三重県産品輸出支援事業（雇用経済部） 

   （１５，５４３千円） 

－ 千円 
 
県内中小企業・小規模企業のアジア市場への進出、販路拡大につなげるため、24

時間稼働でアジア市場へ翌日配送が可能なうえ、豊富な航空ネットワークを有する

沖縄国際物流ハブ機能を活用し、アジア市場への輸出を那覇空港経由とすることに

より、配送時間の短縮や利便性の向上を図るなど、県内中小企業・小規模企業にお

ける物流の効率化を図る取組を支援する。 

 

 

（６，６００千円） 

（新）地域資源活用商品販路開拓支援事業（雇用経済部）           － 千円 

 

情報発信力の高い首都圏の出版やマスコミ関係者等とアクセスする機会を創出し、

県内事業者の地域資源を活用した魅力ある商品づくりや開発商品の販路開拓を支援

する。また、併せて、商品・事業者のブラッシュアップに取り組む。 

 

 

（一部新）中小企業金融対策事業（雇用経済部）       ６２０，１１８千円 

 

県内中小企業・小規模企業の金融の円滑化を図るため、金融機関の協力を得て、信

用保証制度を取り入れながら、県単融資制度を運用し、中小企業・小規模企業の維持

・発展を図る。また、起業者の海外進出の初期段階における資金調達が円滑に行われ

るよう、「創業・再挑戦アシスト資金」にスタートアップ支援のための制度を新設す

る。 

 

 

（新）スタートアップ支援事業（雇用経済部）        ７，７１９千円 
 

起業・創業の取組を促進するため、コーディネーターによる創業前から創業後ま

での一貫したスタートアップ支援を行う。また、海外との連携を特徴とし、個々の

起業者・創業者の実情に応じた「スタートアップ・サポートプログラム」を実施し、

グローバル交流の促進を図るため、「Mie グローバルスタートアップサミット」を

開催する。 
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（働く場の質の向上） 

 

（４，９２１千円） 

（新）ワーク・ライフ・バランス推進サポート事業（雇用経済部） － 千円 

 
所定外労働時間の削減や休暇の取得を促進するなど、仕事と家庭が両立できる職

場環境の整備を図るため、企業におけるワーク・ライフ・バランスの推進に向けて、

意識改革のためのセミナーを開催するとともに、改革に取り組む企業の従業員を推

進キーパーソンとして養成する。 

 
 

（１８，７９４千円）  

（一部新）女性が輝く三重づくり事業（環境生活部）        － 千円 
 

企業・団体等に「女性の大活躍推進三重県会議」への加入を働きかけるとともに、

女性の活躍推進の取組を促す各種セミナーの開催や、女性活躍に取り組む企業等へ

のアドバイザー派遣などの支援を行う。また、女性人材の育成支援や女性管理職の

交流を図る。 
 

 

 

（企業の地方拠点強化【企業誘致の推進】） 

 

（５０，０００千円）  

（新）本社機能移転促進事業（雇用経済部）            － 千円 
 

地域における雇用の創出、地域経済の活性化を図るため、国による企業の地方拠

点強化に向けた税制措置にあわせ、東京圏や大阪圏、海外の企業の本社機能の県内

移転を支援するための新たな補助制度を創設する。 

 

 

（一部新）三重の雇用経済を支える県内投資促進事業（雇用経済部） 

１，６０３，６７７千円 
 

成長分野の産業やマザー工場化への支援、マイレージ制度の導入などを柱とする

投資促進制度を活用し、医療・健康、航空宇宙等の分野における投資や、マザー工

場化に向けた投資、研究開発施設や外資系企業のアジアの生産拠点の立地などに対

して支援を行う。また、雇用や地域経済への波及効果の高い施設をターゲットに、

「サービス産業」の誘致にも取り組む。さらに、県内産業の高付加価値化を図るた

め、これまでの県内中小企業者のものづくり基盤技術の高度化などを目的として行

う設備投資に加え、地域への経済波及効果の高い集客交流関連産業などにおける投

資も促進する。 
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（観光振興） 

 

三重県観光キャンペーン推進協議会負担金（観光局）    １６２，７００千円 
 

「三重県観光キャンペーン～実はそれ、ぜんぶ三重なんです！～」を展開し、全

国に三重の認知度を高める観光情報発信を行うとともに、県内において、みえ旅パ

スポート（周遊パスポート）や地域での連携事業等に取り組むことにより、周遊性

・滞在性の向上を図り、三重ファン・リピーターを増やす。また、島根県・奈良県

等との連携を進めるとともに、首都圏営業拠点「三重テラス」や関西事務所等と連

携して、大都市圏へ三重の魅力を情報発信する。 
 

 

（新）ビッグデータ活用による県外在住者への再来訪促進事業（観光局） 

                             （１７，５００千円） 

－ 千円  
 
県外在住者の本県への誘客を促進し、継続的に訪れていただける魅力あふれた観

光地の構築を目指し、三重県観光キャンペーンで得られた県外来訪者のデータを活

用し旅行者の再来訪を促進するとともに、県内各地域で造成した着地型観光商品の

情報発信・販路拡大を行う。 

 

 

(１１５，７７７千円) 

（新）海外誘客推進プロジェクト事業（観光局）          － 千円 
 

海外に対し、本県の認知度向上を図るため、海外の旅行会社に対する商談会やセ

ールスコール、視察等の受入れによる三重県観光のＰＲに加え、個人の外国人旅行

者（ＦＩＴ）に対し、「忍者」「海女」「Ｆ１日本グランプリ」など三重県のクール

ジャパン資源を活用したプロモーションや外国人旅行者向け口コミサイト等での情

報発信を強化する。また、外国人観光客の利便性を高めるため、無料公衆無線ＬＡ

Ｎの充実、外国人観光客向け消費税免税店の拡大など受入環境の整備を促進する。 

 

 

（１００，０００千円） 

（新）Ｇ８サミット関連事業（雇用経済部）             － 千円 

 
平成 28 年に日本で開催予定のＧ８サミットの本県での開催に向け、本県の知名度

向上や地域の受入体制整備、開催機運を盛り上げるため、ＰＲや関連イベントを行

う。 

 

 

（５０，４８２千円） 

（新）熊野古道活用促進事業（南部地域活性化局）           － 千円 
 

外国人観光客を含めた交流人口の拡大と地域経済の活性化を図るため、熊野古道

の価値を次世代に伝える体制づくりや、スマートフォンでの情報提供、熊野古道セ

ンターの案内機能の充実など伊勢から熊野をつなぐ環境整備等に取り組む。 
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（新）伊勢志摩国立公園指定 70周年記念事業（農林水産部） 

４２，０２９千円 
 
国内外からの多くの訪問者が伊勢志摩国立公園の豊かな自然や文化を体験できる

よう、伊勢志摩国立公園が指定 70 周年を迎える平成 28 年を、当国立公園が持つ自

然や文化をＰＲする絶好の機会として捉え、自然公園施設を生かしたエコツアーや

プレイベントの開催等の記念事業を支援するとともに、当国立公園内の老朽化した

自然公園施設を整備する。 

 

 

（人づくり・新規就業者の拡大） 
 

（２５，３９９千円） 

（新）高度人材確保支援事業（雇用経済部）            － 千円 
 

県内企業において、技術開発や技術営業等に専念する高度人材の確保が促進され

るよう、トライアル雇用等の取組を支援する。また、大学生や大学院生等を対象に、

県内企業との交流会やインターンシップを通じて、県内企業へ就職するきっかけづ

くりを行う。 

 

 

（５１，３３０千円） 

（一部新）福祉・介護人材確保緊急支援事業（健康福祉部）   ７，２６６千円 

 
離職者等に対する介護職員初任者研修の実施や就労促進、学生等に対する福祉・

介護の魅力発信、小規模事業所等への支援、潜在的有資格者の介護職場への再就業

促進、シニア世代の介護職場への就労促進などを行う。 

 

 

 

≪「暮らす」～三重の魅力向上と発信～≫ 
 

（地域資源を活用した交流促進） 

 

（２１，７６６千円） 

（新）三重まるごと自然体験促進事業（農林水産部）        － 千円 
 

三重県が誇る豊かな自然を「体験」という方法により生かして、県内外から多く

の人を呼び込み地方への新たな人の流れを創出するため、アウトドア関連事業者の

ノウハウも活用しながら、県内の様々な「自然体験プログラム」を魅力的なものに

ブラッシュアップし、県内外に積極的に発信する。 
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（新）“ひとをよびこむ”三重版子どもしごと体験事業（雇用経済部） 

（１０，６７３千円） 

    － 千円 
 
県外からの交流人口を増やすため、子どもたちの参加型事業を実施し、子どもか

ら大人まで多くの人に本県の魅力を感じてもらい、本県に住みたいという一つのき

っかけを作ることで、定住人口の増加につなげる。 

 

 

（１４５，３０３千円） 

総合博物館展示等事業（環境生活部）          １０１，０６３千円 

                         
博物館活動の基盤となる調査研究活動や収集保存活動を推進し、その成果を生か

して、多彩な企画展や各種団体・企業との交流展の開催により、三重の自然と歴史

・文化の魅力を発信する。特に、Ｆ１と鈴鹿サーキットをテーマにした企画展につ

いては、海外も想定した県外からの誘客を図る。また、移動展示やフィールドワー

クなど地域との連携によるアウトリーチ活動を展開する。 
 

 

 

（スポーツの推進） 

 

（一部新）みえのスポーツ地域づくり推進事業（スポーツ推進局） 

（１１，８７９千円） 

１，８７９千円 
 

スポーツを通じた地域の活性化を推進するため、市町におけるスポーツコミッシ

ョンの取組支援やスポーツイベント等への国内トップレベルの県内クラブチーム派

遣等に加えて、国の交付金を活用して、市町等が行うスポーツイベントの誘致等を

支援する。 

 

 

東京オリンピック・パラリンピックキャンプ地誘致等推進事業 

（スポーツ推進局）                   ８，４４７千円 
 

東京オリンピック等の事前キャンプ地誘致に向けた情報収集や要望活動を行うと

ともに、欧州において誘致に向けたＰＲを行う。 

 

 

（一部新）競技力向上対策事業（スポーツ推進局）     １７７，８２４千円 
 

平成 33 年第 76 回国民体育大会等に向けて、本県アスリートの競技力を向上させ

るため、大学運動部や企業・クラブチーム等の強化指定など成年選手の育成・強化

に取り組むとともに、スポーツ指導員の配置や優秀なコーチの招へいなど指導者の

養成・確保を図る。また、新たに、本県にトップアスリートが定着できるような就

職支援の取組に着手するとともに、女性アスリートを支援するため、女性指導者研

修会や医科学を活用したサポート、国体新種目に対応した選手発掘に取り組む。 
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（一部新）競技スポーツジュニア育成事業（スポーツ推進局） 

 ７５，１３４千円 
 
ジュニア・少年選手の計画的な育成・強化を推進するため、ジュニア選手の発掘

・育成や中学校・高等学校運動部の強化指定の拡充を図るとともに、地域で活動し

ているジュニアクラブを新たに強化指定する。また、平成 30 年の全国高等学校総

合体育大会に向けて、強化練習会等の開催により、県内選手の強化に取り組む。 

 

 
 

（総合的な移住の促進） 

（３５，２０８千円） 

（新）移住相談センター開設事業（地域連携部）           － 千円 
 

県内への移住者の増加を図るとともに、県内産業の担い手として活躍が期待され

る人材のＵ・Ｉターンを促進するため、東京において、移住に関する暮らしや就職

の相談、県内企業情報の提供などをワンストップで行う「みえ移住相談センター

（仮称）」を開設する。 

 
     

（新）ＵＩＪターン就農者受入・支援体制緊急強化事業（農林水産部） 

                                                    （４５，０４２千円） 

－ 千円 
 
ＵＩＪターンにより新規就農を希望する者に対し、就農地として本県の魅力をア

ピールするため、市町や関連事業者、農業者、大学など産学官の連携により、農業

大学校における農業人材育成機能の充実を図る。また、新規就農者の受入体制を強

化するため、生産者組織等による受入環境整備を支援する。 
 

 

（新）移住促進のための空き家リノベーション支援事業（県土整備部） 

（１８，５４０千円） 

－ 千円 
 

県外からの移住を促進するため、県内に存在する空き家住宅・空き建築物を、住

宅として使用するために必要となる改修費用等について助成を行う市町に対し支援

する。 
 

 

 

（安心して暮らせる地域づくり） 

（１８，４９５千円） 

（新）地域防災力連携強化促進事業（防災対策部）         － 千円 

 

地域防災力の強化を図るため、共助の中心となる消防団と自主防災組織が組織の

力を真に発揮できるよう、自主防災組織のアドバイザーとなる消防団員の育成や合

同研修の実施などによる新たな人づくりの仕組みを構築し、役割分担をふまえた互

いの組織の連携を促進する。 
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（４４，９０２千円） 

防災情報提供プラットフォーム事業（防災対策部）    ３４，０３６千円 

   
災害時に迅速・的確な対応が行えるよう、総合防災ホームページ「防災みえ．ｊ

ｐ」等により気象情報や防災情報を提供するほか、災害対策本部機能の強化と、よ

り県民にわかりやすい情報提供に向け、防災情報システムを再構築するための基本

計画を策定する。 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

※上段（ ）は平成26年度2月補正予算を含む額。 

 

（子ども・思春期） 
 

（５，２１２千円） 

（一部新）思春期ライフプラン教育事業（子ども・家庭局）     ７３１千円 

 

赤ちゃんふれあい体験事業、中学生を対象とした思春期ライフプラン教育（命の

教育セミナー）を実施する市町への支援を行うとともに、大学生に対しての妊娠出

産に関する正しい知識の普及、思春期の年代をターゲットにした情報発信等を行う。 

 
 

（新）子どもの貧困対策計画策定事業（子ども・家庭局）    ４，４６４千円 

 
国が策定した「子供の貧困対策に関する大綱」をふまえ、実態調査を行ったうえ

で、「三重県子どもの貧困対策計画（仮称）」を策定する。 

 

 

（新）ひとり親家庭の父母就職応援事業（子ども・家庭局）  ５，３３６千円 

 
ひとり親家庭の父母ニーズに沿った雇用環境を整えるため、企業とのマッチング

を目的とした就職応援セミナーを開催し、ひとり親家庭の就労を支援するほか、母

子・父子福祉センターの就業相談員を増員し、日曜日も含めて就業相談を実施する。 

 

 

（一部新）児童虐待法的対応推進事業（子ども・家庭局）   ４１，１２８千円 
 

児童虐待に的確に対応するため、児童相談所の法的対応や介入型支援を強化する

とともに、アセスメントツールの運用の定着を図る。また、医療現場において、医

療従事者が児童虐待対応に必要な医療分野の知識を身につけるための研修を行い、

早期対応につなげる。 

 

 
少子化対策関連 
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（一部新）家庭的養護推進事業（子ども・家庭局）    ３１７，６７３千円 
 

三重県家庭的養護推進計画に基づき、児童養護施設の整備や、新たに「１中学校

区１養育里親登録」に向けた取組を進める。また、児童養護施設等へのユニットリ

ーダーの配置や児童指導員等の職員加配による入所児童への処遇改善、施設入所児

童の里親委託の推進や委託後の支援の充実を図るための補助を行う。 

 

 

 

（若者／結婚） 

 

（新）若年者正規雇用安定事業（雇用経済部）          １７，２４２千円 

 
正規・非正規雇用等、就労形態に関する正しい知識を身に付けるためのセミナーや、

インターンシップ等の具体的な就労確保の取組を進めることで、若年者の経済的基盤

を確立し、雇用の安定化を図る。 

 

 

                                                    （９，１４４千円） 

（一部新）みえの出逢い支援事業（子ども・家庭局）       ６，５８２千円 
 

結婚を望む人が結婚できる地域社会の実現に向け、「みえ出逢いサポートセンタ

ー」による情報提供のほか、企業における出逢い支援や、新たに結婚支援に係るフ

ォーラムを開催する。 
 

 

 

（妊娠・出産） 
  

（一部新）不妊相談・治療支援事業（子ども・家庭局）    ４４０，４０５千円 

 

不妊や不育症に悩む夫婦の経済的負担を軽減するため、特定不妊治療・男性不妊

治療・不育症治療に一般不妊治療を加えた総合的な支援を行う。また、不妊症看護

認定看護師資格取得に係る費用を助成し、不妊症看護の質の向上を図る。 
 

 

（８，７６１千円） 

（新）乳幼児の事故予防等推進事業（子ども・家庭局）         － 千円 

 
乳幼児の不慮の事故等による死亡を減少させるため、関係機関による検討会やス

キルアップのための研修を行うとともに、保護者への啓発を行う。 
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（子育て） 
 

（一部新）保育士・保育所支援センター事業（子ども・家庭局） 

１５，４９０千円  
 

保育士・保育所支援センターにて就職フェア等を開催するほか、新たに潜在保育

士の就職相談や保育士の就業継続支援研修を実施する。また、保育士養成のため、

修学資金貸付制度を創設し、保育士確保に向けた取組を進める。 

 

 

（一部新）放課後児童対策事業費補助金（子ども・家庭局）  

 （５４５，４０８千円） 

 ５３５，３４０千円  
 

放課後児童クラブの整備・運営費や、その環境整備に必要な経費について補助を

行うほか、小規模クラブへの運営費補助の拡充等を行う。また、ひとり親家庭に係

る放課後児童クラブ利用料への補助制度を創設するとともに、放課後児童支援員の

認定研修を実施する。 

 

 

（１３，５８１千円） 

（新）子育て家庭応援事業（子ども・家庭局）            ２４５千円 

 

子育て家庭等を支える人材の育成、とりわけ祖父母世代の方が子育て支援を行う

ための講座を開催するなど、子育て家庭のニーズに応じたきめ細かな取組を進める

ほか、三重県子ども条例等に基づき、子どもや家庭に関する課題等を調査し、「みえ

の子ども・家庭白書２０１５（仮称）」としてとりまとめる。 

 

 

（９，８５３千円） 

（一部新）男性の育児参画普及啓発事業（子ども・家庭局）      １６４千円 
 

「みえの育児男子プロジェクト」の取組として、子育て中の男性同士が情報交換

やアドバイス等を行えるネットワークである「みえの育児男子倶楽部（仮称）」の活

動を推進する。また、自然体験を通じて子どもの生き抜く力を育むことを主眼とし

た親子キャンプの実施や、野外体験保育の必要性についての検討などを行う。 

 

 

 

（働き方） 
 

（新）女性の就労継続支援事業（雇用経済部）         ５，４２４千円 
 

企業と女子学生やパート労働者との意見交換会や、離職した女性の再就職支援等

により、子育てと仕事を両立しながら働き続けることを希望する女性が、それを実

現できるような環境づくりを支援する。 
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（一部新）マタハラ、パタハラのない職場づくり事業（環境生活部） 

（２，５０８千円） 

７３８千円 
 
マタハラ、パタハラの防止に向けた企業等の取組を促すため、出産や子育てへの

肯定的な意識の醸成につながるファミリーデーの実施経費の一部を助成する。また、

大学生等を対象に、就職後のマタハラ、パタハラの防止に向けた啓発を行う。 

 

 

 

（県民の意識の高まり、環境の整備等） 

 

（一部新）少子化対策県民運動等推進事業（子ども・家庭局） 

 （９，６９２千円） 

１，３３６千円 
 
結婚したい人が結婚でき、子どもを産みたい人が安心して産み育てられる地域づ

くりをめざして、少子化対策に関する県民運動を展開するとともに、子育てと仕事

の両立支援を図るため、企業子宝率調査や企業等が実施するライフプランセミナー

への支援などを行う。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
※上段（ ）は平成26 年度2月補正予算を含む額。 

 

（激化する自然災害への緊急的な対応による地域防災力の強化） 

 

土砂災害に備えた対策の推進（「砂防整備交付金事業費」等の一部）（公共） 

（県土整備部）                   （３，５０７,９９４千円） 

２，９８２，９９４千円 

 
土石流等による土砂災害から生命や財産を守るため、砂防堰堤や擁壁等、土砂災

害防止施設の整備を行うとともに、土砂災害警戒区域の指定を行うための基礎調査

を実施する。 

 

 

河川堆積土砂対策事業（公共）（県土整備部）      ２６０，０００千円 

 
河川における洪水時の流下能力を確保するため、市町と情報共有しながら堆積土

砂の撤去を進めるとともに、砂利採取を活用した土砂撤去を行う。 

 

 
複雑化・深刻化する危機に備える緊急的な取組 
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公共土木施設の老朽化対策の推進（「公共土木施設維持管理費」等の一部） 

（公共）（県土整備部）             （４，０６９，３８５千円） 

                          ４，０４６，１３８千円 

 
県民の安全・安心を確保するため、公共土木施設の老朽化対策として、緊急点検

結果に基づく緊急修繕を平成 27 年度に完了させるとともに、メンテナンスサイクル

により効率的な修繕・更新等を進める。 

 

 

土地改良施設（排水機場）の緊急整備（「基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業

費」）（公共）（農林水産部）                ６２４，２６５千円 

 
排水機場等の土地改良施設について、機能診断や耐震調査を行い、施設の耐震整

備や長寿命化対策等を行う。 

 

 

（１８，４９５千円）

（新）地域防災力連携強化促進事業（防災対策部）      － 千円（再掲） 
 

 

 

（貧困の連鎖解消等のためのセーフティネット機能強化） 
 

（新）子どもの貧困対策計画策定事業（子ども・家庭局）    ４，４６４千円 
（再掲） 

 

 

（新）生活困窮者自立支援事業（健康福祉部）        ４１，８５４千円 

 
生活困窮者自立支援法に基づき、県所管地域（郡部）において生活困窮者の相談

等に適切に応じ、家計等に関するきめ細かな相談支援や就労準備支援など、早期の

自立支援を行う。また、貧困の連鎖防止のため、生活困窮家庭の子どもに対し学習

支援を行う。 

 

 

家族再生・自立支援事業（子ども・家庭局）         １１，０１１千円 

 
児童養護施設に入所する児童等に対する学習支援など、要保護児童の自立を支援

するとともに、処遇向上や家庭復帰に向けた取組を進める。 

 

 

 

 

 

 

 



- 24 - 

スクールカウンセラー等活用事業（教育委員会）       ２２１，８４６千円 

学びの環境づくり支援事業（教育委員会）           ２５，７２４千円 

 

子どもの貧困対策、不登校、いじめなどの問題行動等に対応するため、スクール

カウンセラーを県内全ての中学校区（中学校 157 校、小学校 338 校）及び県立高等

学校 36 校に配置するとともに、スクールソーシャルワーカーを派遣し、社会福祉等

関係機関と連携して援助を行うなど支援体制の充実を図る。 

 

 

 

（急速に拡大している県民の日常生活に潜む脅威への緊急的な対応） 
 

（新）ストーカー・ＤＶ被害者等保護対策事業（警察本部） 

        ４，３６６千円 
 
ストーカー・ＤＶ事案に対し、警戒監視システムの整備など、被害者等の安全確

保や加害者の検挙措置を講じ、被害の未然防止・拡大防止を図る。 

 

 

（新）性犯罪・性暴力被害者支援事業（環境生活部）      １０，１９８千円 

 
性犯罪・性暴力被害者が相談しやすいよう女性の相談員が対応する専門の窓口を

設置し、各地域の産婦人科連携病院の協力による初期の処置への支援や必要に応じ

た精神科医の紹介、関係機関・団体等と連携した心理相談、法律相談などを行うこ

とにより被害者の心身の健康の回復を図る総合的な支援体制（ワンストップ支援セ

ンター）を整備する。 

 

 

（新）子ども・女性の安全確保推進事業（警察本部）     １３，２２７千円 

 

子ども・女性が性犯罪やその前兆事案である声掛け、つきまとい事案等の被害に

遭わない生活環境を確保するため、モデル事業として街頭防犯カメラの整備を行う。 

 

 

（新）インターネットバンキング不正送金事犯対策事業（警察本部） 

        ３，５４３千円 
 

インターネットバンキング不正送金事犯に対処するため、金融機関を対象とした

研修会を開催するとともに、不正送金疑似体験用コンテンツを作成するなど県民に

広報啓発を行うことで、被害の未然防止を図る。 

 

 

（新）危険ドラッグ緊急対策事業（警察本部）         ２７，７４６千円 

 

危険ドラッグの根絶を図るため、関係機関と連携し、危険性についての啓発強化、

取締りの徹底を行うとともに、鑑定の迅速化、立証のための記録化を進めるため、

鑑定機器等の整備を行う。 
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    ※上段（ ）は平成26年度2月補正予算を含む額。 

 

                  （226本）        （ 41,626百万円） 

「選択・集中プログラム」  事業本数 211本 事業費計       40,201百万円 

 

               （147本）        （ 36,717百万円） 

Ⅰ 緊急課題解決プロジェクト   137本           35,528百万円 

                  （55本）         （ 4,365百万円） 

Ⅱ 新しい豊かさ協創プロジェクト   52本           4,215百万円 

                  （24本）           （ 544百万円） 

Ⅲ 南部地域活性化プログラム    22本           458百万円 

                        

 

Ⅰ 緊急課題解決プロジェクト 
 

〈緊急課題解決１ 命を守る緊急減災プロジェクト〉 

 

新たな防災・減災対策推進事業（防災対策部）       １１，１６１千円 

 
三重県防災会議の開催や各専門部会の運営を行うとともに、「三重県地域防災計

画」、「三重県新地震・津波対策行動計画」、「三重県新風水害対策行動計画（仮

称）」で位置づける地震・津波対策及び風水害対策を推進する。また、「三重県業

務継続計画（ＢＣＰ）」及び「三重県復興指針（仮称）」を新たに策定する。 

 
 
（一部新）地域減災対策推進事業（防災対策部）     ２２６，２４４千円 
 

地震・津波や台風等の風水害に備えるため、市町が実施する避難対策や避難所の

整備、災害時要援護者対策などの地域特性に応じた減災対策を支援する。また、県

北部海抜ゼロメートル地帯における津波避難対策の推進を図るため、新たに津波避

難施設整備等に対する支援制度を創設する。 

 

 

大規模建築物耐震対策促進事業（県土整備部）      １１９，９３５千円 
 

建築物の地震に対する安全性の向上を図り、県民の生命、身体を保護するため、

不特定多数が利用する大規模建築物等に対して、耐震診断及び耐震改修の支援を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 
「みえ県民力ビジョン・行動計画」の推進 
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海岸保全施設緊急地震・津波対策事業（「海岸高潮対策（海岸）費」等の一部） 

（公共）（県土整備部）               （２，０７０，５００千円） 

                 １，６１２，５００千円 

河川施設緊急地震・津波対策事業（「河川整備交付金事業費」等の一部） 

（公共）（県土整備部）                         ９６１，２５０千円 
 

海岸堤防の耐震対策を進めるとともに、地震・津波に対して「粘り強い海岸堤

防」とするための計画づくりを進める。また、津波浸水予測区域内の河川堤防にお

ける脆弱箇所（183 箇所）について、緊急に補強を行うとともに、河川堤防、大型

水門・排水機場について耐震対策を進める。 

 

 

 

〈緊急課題解決２ 命と地域を支える道づくりプロジェクト〉 

 

（１，１８３，０００千円） 

命を支える道づくり事業（公共）（県土整備部）    １，１００，０００千円 

 
緊急時の救助・救援、災害時の復旧・復興を担う「新たな命の道」を確保すると

ともに、紀伊半島のミッシングリング解消に向け、国道 42 号熊野尾鷲道路（Ⅱ期）、

新宮紀宝道路等の整備促進を図るとともに、未事業化区間（熊野～紀宝）の早期事

業化に努める。 

 

 

（９，５１３，１０９千円） 

地域を支える道づくり事業（公共）（県土整備部）  ９，４０７，１０９千円 

 

産業活動や観光交流に伴い増加する交通需要に対応するため、交通渋滞の解消に

資する新名神高速道路や東海環状自動車道、国道 23 号中勢バイパス、国道１号北勢

バイパス等の幹線道路及びこれらにアクセスする道路の整備を進める。 

 

 
 

〈緊急課題解決３ 命と健康を守る医療体制の確保プロジェクト〉 
 

（一部新）医師確保対策事業（医療対策局）       ７５４，７５１千円 

  

医師の不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、臨床研修病

院等の魅力向上支援、女性が働きやすい医療機関認証制度など女性医師等への子育

て・復帰支援、全国からの医師招へいなどの取組を通じて、救急医療を中心的に担

う若手医師等の県内定着を進める。 

 

 

 

 

 



- 27 - 

（一部新）医師等キャリア形成支援事業（医療対策局）   ７７，６６５千円 
 

医師の不足・偏在の解消を図るため、三重県地域医療支援センターにおける修学

資金貸与医師等の若手医師を対象とした後期臨床研修プログラムを運用するととも

に、医療分野における国際連携等に取り組む。また、へき地等の地域医療の担い手

を育成するため、研修医、医学生等を対象に三重県地域医療研修センターにおいて

実践的・特徴的な研修等を実施する。 

 

 

（一部新）看護職員確保対策事業（医療対策局）     ２３６，８４２千円 

 

多様な保育ニーズにも対応できる病院内保育所の設置に向けた支援の充実を図る

とともに、医療勤務環境改善支援センターにおける、医療機関のニーズに応じた相

談、専門家派遣などの取組を通じて、看護職員をはじめとする医療従事者の離職防

止、復職支援を図る。また、就業先の偏在是正や助産実践能力の向上を図るため、

助産師出向システムの導入を進める。 

 

 

 

〈緊急課題解決４ 働く意欲が生かせる雇用確保プロジェクト〉 

 

戦略産業雇用創造プロジェクト事業（雇用経済部）    ４６２，８７４千円 

 
地域における雇用創出を図っていくため、産学官金で構成する協議会において、

地域の雇用環境の整備や中小企業・小規模企業の新分野展開、求職者の人材育成や

就労マッチング等の取組を総合的に支援する。 

 

 

（新）若年者正規雇用安定事業（雇用経済部）   １７，２４２千円（再掲） 

 

 

（新）女性の就労継続支援事業（雇用経済部）    ５，４２４千円（再掲） 

 
 

（３５，２０８千円） 

（新）移住相談センター開設事業（地域連携部）         － 千円（再掲） 

 

 

（５１，１３５千円） 

（一部新）福祉人材センター運営事業（健康福祉部）    ３７，８７９千円 

 

福祉人材センターに福祉・介護職場に係る求人・求職情報を集約し、無料職業紹

介や福祉職場説明会の実施など、福祉・介護職場での就労を希望する人への相談・

支援を行う。さらに、介護の職場に関心のある学生や離職者に加え、潜在的有資格

者やシニア層にも実際の職場を体験する機会を提供し、介護への理解を深め、就職

してもらうことで、介護人材の確保と定着を促進する。 
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（一部新）福祉・介護人材確保緊急支援事業（健康福祉部） 

 （５１，３３０千円） 

７，２６６千円（再掲） 
 

 

〈緊急課題解決５ 家族の絆再生と子育てのための安心プロジェクト〉 
 

                            （１３，５８１千円） 

（新）子育て家庭応援事業（子ども・家庭局）       ２４５千円（再掲） 

 
 

 

（一部新）家庭的養護推進事業（子ども・家庭局） 

                        ３１４，６７３千円（再掲） 

 

 

 （一部新）放課後児童対策事業費補助金（子ども・家庭局） 

（５４５，４０８千円） 

５３５，３４０千円（再掲） 

                

 

（一部新）不妊相談・治療支援事業（子ども・家庭局） 

４４０，４０５千円（再掲） 
 

  
 

〈緊急課題解決６「共に生きる」社会をつくる障がい者自立支援プロジェクト〉 
 

（新）障がい者ステップアップ推進事業（雇用経済部）     ６，８２３千円 

                         
障がい者雇用を県民総参加で推進するため、推進活動の核となる人材の育成や、

障がい者の職場定着に関する支援、企業への啓発、企業間連携ネットワークの構築

に取り組む。 

 

 

（一部新）障がい者相談支援体制強化事業（健康福祉部） １７７，９２０千円 
 

障害保健福祉圏域毎に設置している総合相談支援センターにおいて、障がい児

（者）や家族の地域生活を支援するとともに、県内全域を対象とした自閉症・発達

障がい、高次脳機能障がい、重症心身障がい等に関する専門性の高い相談事業を行

う。また、市町・事業所等の支援機能を強化するため、新たに発達障害者支援セン

ターに「発達障害者地域支援マネジャー」を配置する。 
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こども心身発達医療センター（仮称）整備事業（子ども・家庭局） 

６４４，３４９千円 

特別支援学校施設建設事業 (教育委員会）             １２７，０９９千円 
 

「三重県こども心身発達医療センター（仮称）」及び併設する特別支援学校の整備

に向けて、建築工事を実施するとともに、運営面の検討、関係機関との連携を進め

る。 

 
 

 

〈緊急課題解決７ 三重の食を拓
ひら

く「みえフードイノベーション」～もうかる 

農林水産業の展開プロジェクト〉 

 

首都圏営業拠点推進事業（雇用経済部）          ９９，０２３千円 

 
首都圏営業拠点「三重テラス」を管理し、効果的に運営するため、定量的な成果

を把握するほか、来館者や事業者等に対するアンケートなど「三重テラス」の評価

を調査し、運営改善などにつなげる。 

 

 

ミラノ国際博覧会出展事業（雇用経済部）     ６３，４３５千円（再掲） 

 

 

農林水産物・食品輸出イノベーション事業（雇用経済部） 

                            ５，７７９千円 
 

台湾やアセアンをターゲットに三重県物産展を開催し、消費者ニーズの把握と継

続取引をめざすとともに、食品見本市等への出展及び海外に販路を持つバイヤーを

県内へ招へいすることで、ＢｔｏＢの商談機会を確保することにより、県産品の輸

出拡大を図る。 

 

 

みえフードイノベーション総合推進事業（農林水産部）（２１５，２０４千円） 

１６９，５０４千円（再掲） 
 

 

 

〈緊急課題解決８ 日本をリードする「メイド・イン・三重」～ものづくり推進

プロジェクト〉 
 

外資系企業誘致促進事業（雇用経済部）          ６，０３２千円 

 

国際的な競争力や先端の技術等を有する外資系企業の誘致に向け、グレーター・

ナゴヤ・イニシアティブ（ＧＮＩ）協議会やジェトロなどの関係機関と連携しなが

ら、これまでの海外ミッションで構築したネットワークを活用し、県内の操業環境

に関する情報発信などを積極的に進める。 
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県内中小企業海外展開促進事業（雇用経済部）       ２７，５８９千円 

 

中国及びアセアン地域を対象にした海外展開支援拠点を活用するとともに、産学

官金が一体となって設置した「みえ国際展開推進連合協議会」を核として、本県が

ネットワークを有する国・地域との連携・交流の機会を創出し、県内中小企業・小

規模企業の海外展開を促進する。 

 
 

（４９，５２３千円） 

（新）航空宇宙産業海外連携事業（雇用経済部）       － 千円（再掲） 

 

 

（４１，９１６千円） 

（新）航空宇宙産業振興事業（雇用経済部）    ２６，６３９千円（再掲） 
 

 

 

〈緊急課題解決９ 暮らしと産業を守る獣害対策プロジェクト〉 
 

獣害につよい地域づくり推進事業（農林水産部）      ６６２，２５０千円 

地域捕獲力強化促進事業（農林水産部）           １９，０１３千円 
 

獣害対策に取り組む地域を支援するため、地域リーダーの確保・育成や侵入防止

柵の整備促進を行うほか、獣害対策に関する施策や統計データを市町単位でとりま

とめた「獣害対策カルテ」を活用して獣害対策につよい地域づくりを進める。また、

企業等と連携して開発した大量捕獲わな等の普及や捕獲技術の向上などに取り組み、

地域での捕獲力を強化する。 

 
 

                               （５，６９２千円） 

みえの獣肉等流通促進事業（農林水産部）             － 千円 

 

獣肉等の需要を拡大するため、獣肉の品質、量の確保や施設整備の支援、企業と

連携した新商品の開発・販売、首都圏での販売促進を行う。また、「みえジビエ登

録制度」の普及啓発、「みえジビエ協議会（仮称）」の運営支援など、獣肉の処理

・供給体制の整備を進める。 

 

 

 

〈緊急課題解決１０ 地域を守る産業廃棄物の不適正処理是正プロジェクト〉 
 

環境修復事業費（廃棄物対策局）             ３，７３６，２１５千円 

 

生活環境保全上の支障等のある４つの産業廃棄物不適正処理事案（桑名市五反田、

桑名市源十郎新田、四日市市大矢知・平津、四日市市内山）について、産廃特措法

に基づく国の支援を得て引き続き恒久対策を実施する。 
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Ⅱ 新しい豊かさ協創プロジェクト 
 

〈新しい豊かさ協創１ 未来を築く子どもの学力向上協創プロジェクト〉 

 

みえの学力向上県民運動推進事業（教育委員会）         ３，６９０千円 

 

子どもたちの学力向上の取組方策について、様々な視点から幅広く議論するため、

「みえの学力向上県民運動推進会議」を開催する。また、県民運動を総括するとと

もに４年間の取組を共有・発信し、学力向上の取組を一層充実させるため、「成果

発表県民大会」を開催する。 

 

 

（一部新）「確かな学力」を育む総合支援事業（教育委員会） 

５６，８７７千円 
 
学力の定着と向上を図るため、全国学力・学習状況調査、「みえスタディ・チェッ

ク」、ワークシートを活用し、指導改善を行う。また、学力向上アドバイザーの派遣

により、授業改善にかかる指導体制の充実を図るとともに、県内全ての公立小中学

校を指導主事等が計画的に訪問し、学校が行う学力向上の取組を支援する。 

 

 

小学校における英語コミュニケーション力向上事業（教育委員会） 

                              ９，８９９千円 
 
子どもたちの英語コミュニケーション能力を育成するため、小学校における発達

段階に応じた英語指導モデルの構築、フォニックスやレゴブロックを活用した授業

の実施、教職員を対象とした学習指導方法の研修などを行う。 

 

 

〈新しい豊かさ協創２ 夢と感動のスポーツ推進協創プロジェクト〉 
 

（一部新）競技スポーツジュニア育成事業（スポーツ推進局） 

                       ７５，１３４千円（再掲） 
 

 

（新）障がい者スポーツ推進事業（健康福祉部）           ４０，０５６千円 

 

平成 33年に本県で開催予定の全国障害者スポーツ大会に向け、準備委員会の設置

や基本方針の策定などの準備を進めるとともに、出場する選手や支援する指導員、

審判員等の養成・強化に取り組む。また、国内外で活躍する国内選手の練習場とし

て、県内施設を積極的に提供し、県内選手の指導や指導員等の選手対応経験の蓄積

を図りながら、東京オリンピック・パラリンピックのキャンプ地誘致を行う。 
 

 

（一部新）みえのスポーツ地域づくり推進事業（スポーツ推進局） 

（１１，８７９千円） 

                            １，８７９千円（再掲） 
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〈新しい豊かさ協創３ スマートライフ推進協創プロジェクト〉 

 

バイオリファイナリー・エネルギー産業活性化推進事業（雇用経済部） 

        ２，５０５千円 
 

再生可能なバイオマスから燃料や化成品などの製造を行うバイオリファイナリー

研究開発プロジェクトを推進するとともに、調査研究が進むメタンハイドレートや、

二次エネルギーとして期待される水素の利活用の可能性を探り、これらを連携させ

ながら、新たなエネルギー産業の活性化を図る。 

 

 

新エネルギー導入促進事業（雇用経済部）         ２５，１９７千円 

 

環境・エネルギー分野の技術を活用して、ライフスタイルや生産プロセスの変革

を促進する「みえスマートライフ推進協議会」を運営し、新たなビジネスモデルや

社会モデルにつながるプロジェクト化を図る。また、市町等地域コミュニティ単位

で取り組む新エネルギーを活用したまちづくりや事業所等の新エネルギー導入の支

援を行う。 

 

 

（一部新）ＩＣＴ利活用産業活性化推進事業（雇用経済部）   １，７８９千円 
 

ＩＣＴを活用して、住民・観光客の満足度向上や産業振興、地域活性化につなげ

ていくための「みえＩＣＴを活用した産業活性化推進協議会」を運営し、ＩＣＴ・

ビッグデータ等を活用した観光・健康分野などにおける新たなビジネスモデルの創

出に向けた取組を進める。また、食のクラスター形成に関し、ＩＣＴ・ビッグデー

タの効果的な活用に向けた課題について検討を行う。 

 

 

 

〈新しい豊かさ協創４ 世界の人びとを呼び込む観光協創プロジェクト〉 
 

三重県観光キャンペーン推進協議会負担金（観光局） 

１６２，７００千円（再掲） 
 
 

（１１５，７７７千円） 

（新）海外誘客推進プロジェクト事業（観光局）           － 千円（再掲） 
 

   

（６，１２６千円） 

（新）みえのバリアフリー観光推進事業（観光局）         － 千円 
 

新たに作成したバリアフリー観光ガイドブックを活用し、バリアフリー観光情報

の発信や地域の観光案内所等と連携したコンシェルジュ機能を強化する。また、Ｎ

ＰＯや市町、観光事業者、福祉関係団体などと連携し、ネットワーク構築やバリア

フリー観光の機運醸成を図る。 
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〈新しい豊かさ協創５ 県民力を高める絆づくり協創プロジェクト〉 

 

高等教育機関と地域との連携の仕組みづくり推進事業（戦略企画部） 

 １，２５４千円 
 

県内高等教育機関と地域との一層の連携や教員・学生の地域活動への積極的な参

画を促進するため、「学生」×「地域」カフェや取組事例発表会、シンポジウムな

ど学生に地域活動へ参画する場や関心を高める機会を提供するとともに、連携の仕

組みの構築に向けた取組を進める。 

 

 

コミュニケーション施策推進事業（環境生活部）      １１，００２千円 

 
多言語ホームページの対応言語を現在の４言語にフィリピノ語・中国語を加えた

６言語に増やすなど、行政・生活情報の提供の充実を図る。また、日本語指導ボラ

ンティアの育成を図り、外国人住民のコミュニケーション力の向上を支援するとと

もに日本語教室間のネットワーク化を進める。 

 

 

Ⅲ 南部地域活性化プログラム 
 

南部地域活性化基金活用事業（南部地域活性化局） 

                           ４１，６９４千円 
  

 移住交流推進事業（南部地域活性化局）        １，０９８千円 

  第一次産業の担い手確保対策事業（南部地域活性化局）   ７５０千円 

 出逢い・結婚支援事業（南部地域活性化局）      １，３５０千円 

 子どもの地域学習推進事業（南部地域活性化局）    １，３１３千円 

 幹線道路を活用した誘客促進事業（南部地域活性化局） ６，５００千円 

（一部新）東紀州魅力アップ促進事業（南部地域活性化局） 

                           ３，４６０千円 

 伊勢から熊野へ～熊野古道伊勢路魅力発信事業（南部地域活性化局） 

４，９０２千円 

 企業立地セミナー開催事業（南部地域活性化局）    ２，０００千円 

 地域の企業と大学生マッチング支援事業（南部地域活性化局） 

                             ６７５千円 

（新）マーケティングを活用した特産品開発事業（南部地域活性化局） 

                           ３，１７５千円 

（新）ふるさと納税南部まるごと発信事業（南部地域活性化局） 

                           ４，０００千円 

 集落等自立活性化推進事業（南部地域活性化局）    ２，２５２千円 

  人材育成推進事業（南部地域活性化局）        １，２１９千円 

  地域資源を活用した雇用創出事業（南部地域活性化局） ４，０００千円 

 （新）南部の輝くライフスタイル発信事業（南部地域活性化局） 

                            ５，０００千円 

 

南部地域活性化基金を活用し、若者の働く場の確保や移住・定住の促進、交流
人口の増、集落の活性化など地域の特性を生かした取組を支援するとともに、地
域を支える人材の育成に取り組むことで、地域が主体となって南部地域の活性化
を推進するための仕組みづくりを進める。 
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※上段（ ）は平成26年度2月補正予算を含む額。 

 

 

（国体・障害者スポーツ大会・インターハイの開催に向けた取組） 
 

第 76回国民体育大会開催準備事業（スポーツ推進局）   ４３，２４３千円 

 

第76回国民体育大会の本県開催に向け、開催申請に必要な協議や手続きを進める

とともに、申請に併せて提出する「開催基本構想」を策定する。あわせて、国体の

愛称等の募集や「輸送・交通」、「宿泊・衛生」といった具体の取組項目における

基本方針等の決定、競技役員等の養成など準備を進める。 

 

 

三重県国民体育大会運営基金積立金（スポーツ推進局）  ８００，５４１千円 
 

第76回国民体育大会の本県開催に備えるため、運営基金への積み立てを行う。 

 

 

（新）障がい者スポーツ推進事業（健康福祉部）   ４０，０５６千円（再掲） 

 
 

（一部新）平成 30年度全国高等学校総合体育大会開催準備事業（教育委員会） 

                             ３３，５７５千円 
 
平成 30 年度に東海ブロックで開催する全国高等学校総合体育大会の本県開催に向

けて、準備委員会を設立し、組織をさらに拡大した実行委員会を設置する。また、

環境整備が必要な高校運動部活動の備品等の整備を行う。 

 

 

 

（平和啓発の推進） 
 

（新）戦後70周年記念事業（戦略企画部）        ７，２６０千円 
 

戦争の悲惨さと平和への想いを次世代につなぐため、「平和の集い（仮称）」を

開催するとともに、戦争体験者の貴重な体験談などを記録として保存するほか、三

重県総合博物館での展示を行うなど、戦後70周年記念事業を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 
新たな仕組みの構築など諸課題への的確な対応 
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（質の高い情報発信と広聴機能の充実） 
 

（２６，８８９千円） 

（新）広聴広報アクションプラン推進事業（戦略企画部）  ２２，２６６千円 
 

質の高い情報発信と県民の皆さんとのコミュニケーションの向上を図るため、「三

重県広聴広報アクションプラン」に基づき、外部専門家のノウハウの活用などによ

る効果的・効率的な広報活動の展開や、プロモーション用のポータルサイトの構築、

新しい広聴システムの導入等を行う。 

 

 

 

（動物愛護の推進） 
 

（一部新）小動物管理費（健康福祉部）           １３６，９３４千円 
 

保健所に収容された犬および猫の譲渡・処分等を適正に実施するとともに、第２

次三重県動物愛護管理推進計画の目標を達成するために必要となる「三重県動物愛

護管理センター」の整備を行うため、その設計に着手する。 

 

 

 

（職業教育等の充実） 
 

（新）全国産業教育フェア実行委員会支援事業（教育委員会） 

        １８，３３０千円 

（新）第 10回国際地学オリンピック日本大会関係事業（教育委員会） 

（「志」と「匠」の育成推進事業費の一部）          ９００千円 
 

職業教育の充実と発展を促進するため、全国産業教育フェア三重大会を開催す

る。また、平成28年度に本県で開催予定の第10回国際地学オリンピック日本大会の

広報宣伝を行う。 
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◆ 地方譲与税は、地方法人特別税の税率引き下げに伴う地方法人特別譲与税の減な

どにより、対前年度予算額の１７億円、５．１％減の３１０億円 
 
 

 

 

 

 

 
◆ 地方交付税は、対前年度予算額の３５億円、２．５％減の１，３４９億円 
   一方で、地方交付税の振替えである臨時財政対策債は、対前年度予算額の１０４億円、 

１７．７％減の４８４億円 

   なお、合計では、対前年度予算額の１３９億円、７．０％減の１，８３３億円 

 

 

 

 

 

 
◆   県債は、臨時財政対策債の減などにより、対前年度予算額の１１８億円、９．８％

減の１，０８２億円 
なお、平成２６年度２月補正を合わせたベースでは、対前年度予算額の１４２億
円、１１．５％減の１，０９４億円 

 
    

 

 

 

 
◆ 基金繰入金は、対前年度予算額の１１８億円、３３．９％減の２３０億円 

なお、平成２６年度２月補正を合わせたベースでは、対前年度予算額の７５億円、
２４．５％減の２３１億円 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 地方交付税は、対前年度３５億円、２．５％の減 
臨時財政対策債を加えると、対前年度１３９億円、７．０％の減 

 
 
 

 
 県債は、対前年度１１８億円、９．８％の減 

  
 
 
 

 
 地方譲与税は、対前年度１７億円、５．１％の減 
 
 

 
 基金繰入金は、対前年度１１８億円、３３．９％の減 
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【歳出】 
 

 

 

 

 
◆    義務的経費は、対前年度予算額の３５億円、０．８％増の４，２８４億円 

 
    人件費は、対前年度予算額の１８億円、０．８％減の２，１６２億円 

 
    社会保障関係経費は、対前年度予算額の１４億円、１．６％増の９４５億円 
  ただし、一般財源ベースでは約７億円、０．８％の増 

 
 

    公債費は、対前年度予算額の３８億円、３．３％増の１，１７８億円 
 
 

 

 

 
 
◆   消費的経費は、対前年度予算額の３６１億円、２２．５％増の１，９６８億円 
   なお、平成２６年度２月補正を合わせたベースでは、対前年度予算額の３７３億

円、２３．０％増の１，９９２億円 
 

  増額の要因は、地方消費税都道府県清算金で２１４億円の増、地方消費税市町交付
金で９２億円の増 一方で私立高等学校等振興補助金で、「骨格的予算」として当面
の執行が円滑に行われるよう、平成２６年度当初予算額の 60％を機械的に計上した
ことによる１９億円の減など 

 

 

 

 
 
◆    投資的経費は、対前年度予算額の１８１億円、１７．３％減の８６３億円 

なお、平成２６年度２月補正を合わせたベースでは、対前年度予算額の２１６億
円、１９．４％減の８９６億円 

 
投資的経費のうち公共事業については、「骨格的予算」として当面の執行が円滑
に行われるよう、平成２６年度当初予算額の８０％程度を機械的に計上 
 

 
 義務的経費は、対前年度３５億円、０．８％の増 

 
 投資的経費は、対前年度１８１億円、１７．３％の減 

 
 消費的経費は、対前年度３６１億円、２２．５％の増 


